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2013年度 2014年度 2015年度

業績

　売上収益 3,506 3,819 3,916

　売上原価 △2,669 △2,907 △3,001

　売上総利益 837 913 915

　売上総利益率 23.9% 23.9% 23.4%

　その他の収益及び費用 △599 △619 △636

　営業利益 238 293 279

　営業利益率 6.8% 7.7% 7.1%

　EBITDA※1 314 375 364

　当社株主に帰属する当期純利益 142 174 180

　受注高 3,691 3,881 3,983

　受注残高 1,955 2,016 2,083

　受注残高回転率※2 63.1% 65.4% 65.3%

年度末財政状態

　資産合計 2,827 3,027 3,079

　株主資本合計 1,630 1,689 1,793

キャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フロー 64 258 219

　投資活動によるキャッシュ・フロー △80 △173 △182

　財務活動によるキャッシュ・フロー △95 △136 △84

　現金及び現金同等物の期末残高 551 501 449

　設備投資額 70 80 111

　減価償却費 76 82 84

財務指標（%）

　ROE※3 8.9 10.5 10.4

　ROA※4 5.1 5.9 5.9

　株主資本比率　 57.7 55.8 58.2

　配当性向 45.8 40.3 44.9

1株当たり情報※5（円）

　当社株主に帰属する当期純利益（EPS） 60 74 78

　株主資本 692 730 775

　年間配当金 27.50 30.00 35.00

一人当たり情報※6（百万円）

　売上収益　 45 49 49

　営業利益 3.1 3.7 3.5

（億円）

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度※7 2020年度 2021年度 2022年度

4,078 4,296 4,520 4,870 4,799 5,224 5,709

△3,111 △3,280 △3,442 △3,690 △3,584 △3,877 △4,319

967 1,016 1,077 1,181 1,215 1,347 1,391

23.7% 23.6% 23.8% 24.2% 25.3% 25.8% 24.4%

△656 △690 △718 △764 △778 △842 △926

311 326 359 417 436 505 465

7.6% 7.6% 7.9% 8.6% 9.1% 9.7% 8.1%

396 414 447 579 633 689 621

219 236 246 285 305 354 342

4,376 4,352 4,702 4,907 5,225 5,470 6,284

2,381 2,437 2,629 2,723 3,149 3,396 3,970

63.1% 63.8% 63.3% 64.6% 60.4% 60.6% 59.0%

3,331 3,539 3,789 4,388 4,627 5,077 5,280

1,922 2,066 2,207 2,317 2,548 2,811 2,987

252 110 206 501 373 361 318

△142 △23 △32 △172 △101 35 △59

△78 △60 △95 △171 △211 △274 △279

482 510 588 746 809 941 925

107 52 72 162 146 441 105

84 88 88 162 197 184 156

11.8 11.8 11.5 12.6 12.5 13.2 11.8

6.8 6.9 6.7 6.8 6.8 7.3 6.6

57.7 58.4 58.2 52.8 55.1 55.4 56.6

42.3 44.1 46.9 47.1 48.5 55.5 54.7

95 102 107 123 132 153 148

831 894 955 1,003 1,103 1,217 1,292

40.00 45.00 50.00 58.00 64.00 85.00 81.00

50 53 54 55 53 56 59

3.8 4.0 4.3 4.7 4.8 5.4 4.8

※1  EBITDA=営業利益＋減価償却費
※2  受注残高回転率=売上収益÷（前期受注残高＋ 当期受注高）×100
※3 ROE=当社株主に帰属する当期純利益÷期中平均自己資本×100
※4  ROA=当社株主に帰属する当期純利益÷期中平均総資産×100
※5    当社は、2015年4月1日および2018年4月1日付で普通株式1株につき2株の割合でそれぞれ株式分割を行っており、 

それ以前の実績については、株式分割後に換算した値で表示しています。
※6  期末人員数で計算しています。
※7  当社グループは、IFRS第16号「リース」（2016年1月公表）を2019年度より適用しています。

財務ハイライト

SECTION-05

業績と各種情報



89 ITOCHU Techno-Solutions Corporation Integrated Report 2023 ITOCHU Techno-Solutions Corporation Integrated Report 2023 90

非財務ハイライト
人材関連データ （人材関連データにおいて、データ算出基準日は各年度3月31日現在。ただし、障がい者雇用率は各年度6月1日現在）

 基礎データ（連結）
項目 単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

社員数 総数 人 8,808 9,050 9,291 9,665 

　男女別 男性 人 7,317 7,436 7,530 7,748 

女性 人 1,491 1,614 1,761 1,917

 基礎データ（単体）
項目 単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

社員数 総数 人 4,276 4,451 4,597 4,784 

　男女別 男性 人 3,569 3,684 3,773 3,888 

女性 人 707 767 824 896 

　年齢別 30歳未満 人 708 807 888 980

30～39歳 人 1,117 1,107 1,095 1,118

40～49歳 人 1,641 1,665 1,665 1,661

50～59歳 人 760 829 897 971

60歳以上 人 50 43 52 54

離職者数※1 男性 人 140 70 106 100 

女性 人 12 12 28 27 

計 人 152 82 134 127 

離職率※1 男性 % 3.8 1.9 2.7 2.5 

女性 % 1.6 1.5 3.2 2.9 

計 % 3.4 1.8 2.8 2.6 

平均勤続年数 男性 年 13.6 13.7 13.8 13.8 

女性 年 12.6 12.4 12.2 11.9 

計 年 13.5 13.4 13.5 13.5

男女の賃金の差異※2 全労働者 % ― ― ― 78.3

正規雇用労働者 % ― ― ― 78.8

非正規雇用労働者 % ― ― ― 73.0

 ダイバーシティ（単体）
項目 単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

新卒採用者数 男性 人 96 101 97 100 

女性 人 58 61 59 61 

計 人 154 162 156 161 

キャリア採用者数 人数 人  162 156 155 207 

定年再雇用率 % 70.5 90.1 81.4 74.1 

管理職層（女性）※1 人数 人 69 70 80 83 

比率 % 5.7 5.6 6.0 5.9 

障がい者雇用率※3 % 2.5 2.5 2.4 2.3

 働き方（単体）
項目 単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

平均年休取得率 % 72.6 61.0 64.2 70.7 

平均年休取得実績 日 13.9 11.7 12.3 13.5 

従業員一人当たり月間平均残業時間 時間 13 16 13 12 

育児休業等制度利用者※4 男性 人 55 49  58 95 

女性 人 31 23 26 20 

計 人 86 72 84 115 

育児休業等取得率（男性）※4 % 42.0 35.8 46.8 65.5 

育児休業復職率 % 100.0 98.8 99.0 100.0 

短時間勤務制度利用者 人 99 93 72 70 

看護休暇制度利用者 人 200 144 147 101 

項目 単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

介護休業制度利用者 人 1 0 0 0 

介護休暇制度利用者 人 44 35 33 34

ボランティア休暇※5取得者数 人 74 3 10 12

災害支援ボランティア特別休暇※6取得者数※7 人 23 0 0 0

災害支援ボランティア活動費補助利用者数※7 人 77 0 0 5

朝型勤務※8 年間 人 2,941 3,080 3,135 3,356

月平均 人 1,325 1,519 1,709 1,835

スライドワーク※9 年間 人 1,515 1,916 1,638 1,658

月平均 人 497 846 780 775

時間単位有休※10 年間 人 1,453 1,357 845 969

月平均 人 425 327 228 266

※1 離職者数、離職率、管理職層に関する各数値はCTC原籍社員です。
※2 女性活躍推進法に基づく規定により、男性の平均年間賃金に対する女性の平均年間賃金の割合を算出しています。
※3 特例子会社、グループ適用会社を含む数値です。
※4 育児・介護休業法に基づく規定により育児休業等の取得実績を算出しています。
※5 国内での地域貢献や福祉など会社が認めた活動の際に取得できる休暇です。
※6 国内の災害支援での活動の際に取得できる特別休暇です。
※7  新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、災害支援ボランティア特別休暇は2020年度以降、災害支援ボランティア活動費補助は2020年度および2021年度の利用
者はおりません。

※8 夜間や休日の時間外労働を制限し、早朝時間帯（5～9時）の勤務を奨励しています。
※9 始業時刻を5～11時30分の範囲で調整しながらフルタイム勤務することができる制度です。
※10 年次有給休暇のうち5日分（40時間）を、1時間単位で取得することができる制度です。

 人材開発（単体）
項目 単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

延べ研修実施人数 人 129,882 135,889 98,252 108,375

一人当たり平均研修時間 時間 54 60 56 65

 
セキュリティ・コンプライアンス（連結）

項目 単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

重大なセキュリティ事故発生件数 件 0 0 0 0

重大なコンプライアンス違反件数 件 0 0 0 0

重大な環境法令違反件数 件 0 0 0 0

 
温室効果ガス排出量（連結）※１

項目 単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Scope1※２ t-CO2 ― ― 262 345

Scope2※3 t-CO2 ― ― 17,630 14,540

Scope1＋2 t-CO2 ― ― 17,892 14,885

Scope3※4 t-CO2 ― ― 2,455,212 1,897,665

※１ 2021年度より対象範囲をCTC単体から連結に変更。また、信頼性向上を図るため、本値については、ソコテック・サーティフィケーション・ジャパン（株）による第三者保証を取得
※2  Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（燃料の燃焼、工業プロセス）
※3 Scope2：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出 
※4 Scope3：Scope1、Scope2 以外の間接排出（事業者の活動に関連する他社の排出） 

品質 （単体）
項目 単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

システム品質のお客様評価※ % 89 91 92 89

※  お客様満足度調査のシステム品質評価において、「競合他社と比べて同程度」以上とした回答者の割合
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役員一覧 2023年6月16日現在 組織図 2023年4月1日現在

 取締役
  柘植 一郎

代表取締役社長

  関 鎮

取締役 兼 常務執行役員 
経営管理グループ担当役員
（兼）CFO
（兼）CCO

  岩﨑 尚子※1

取締役

  本村 彩※1

取締役

  池田 泰弘※1

取締役

  永井 裕美子※1

取締役

  梶原 浩

取締役

 監査役
  高田 博史

常勤監査役

  原田 恭行※2

常勤監査役

  多田 敏明※2

監査役

  原 勝彦※2

監査役

※1 会社法第2条第15号に定める社外取締役
※2 会社法第2条第16号に定める社外監査役
なお、社外取締役 岩﨑 尚子、本村 彩、池田 泰弘、 
永井 裕美子の各氏および社外監査役 多田 敏明、 
原 勝彦の両氏の合計6名は当社および親会社や主
要取引先から独立し、一般株主と利益相反が生じ
るおそれのない独立役員です。

CFO（Chief Financial Officer）： 
最高財務責任者
CCO（Chief Compliance Officer）： 
最高コンプライアンス責任者
CTO（Chief Technology Officer）： 
最高技術責任者
CMSO（Chief Managed Service Officer）： 
最高マネージドサービス責任者
CPMO（Chief Product Marketing Officer）： 
最高製品販売推進責任者
CAO（Chief Administrative Officer）： 
最高人事総務責任者
CDO（Chief Digital Officer）：
最高デジタル責任者 
CIO（Chief Information Officer）： 
最高情報責任者

 執行役員
  江田 尚

専務執行役員
社長補佐（技術戦略・中部支社特命）
（兼）IT戦略グループ担当役員
（兼）CTO

  寺田 育彦

専務執行役員
情報通信事業グループ担当役員

  原口 栄治

専務執行役員
ITサービス事業グループ担当役員
（兼）CMSO

  湊原 孝徳

専務執行役員
エンタープライズ事業グループ担当役員
（兼）CPMO

  粟井 利行

常務執行役員
金融事業グループ担当役員

  廣岡 純治

常務執行役員
CTCシステムマネジメント株式会社 代表取締役社長

  大橋 博仁

常務執行役員
広域・社会インフラ事業グループ担当役員

  藤岡 良樹

常務執行役員
新事業創出・DX推進グループ担当役員
（兼）北米管掌

  鳥越 浩嗣

常務執行役員
CTCエスピー株式会社 代表取締役社長
（エンタープライズ事業グループ担当役員付）

  平山 伸一

常務執行役員
経営企画グループ担当役員
（兼）CAO

  今川 聖

常務執行役員
流通事業グループ担当役員
（兼）グローバルビジネスグループ担当役員

  永松 誠司

執行役員
IT戦略グループ 情報システム室長

  松丸 達也

執行役員
CTCテクノロジー株式会社 代表取締役社長

  吉田 良徳

執行役員
金融事業グループ担当役員代行

  澤登 寿

執行役員
エンタープライズ第1本部長

  上 克也

執行役員
情報通信第3本部長

  松田 欣也

執行役員
CTCファシリティーズ株式会社 代表取締役社長
（ITサービス事業グループ担当役員付）

  中谷 寿宏

執行役員
情報通信第1本部長

  長尾 和彦

執行役員
西日本支社長
（兼）西日本統括本部長

  上田 昇

執行役員
中部支社長
（兼）自動車営業本部長

  小沢 恵一

執行役員
金融営業本部長

  織田 保

執行役員
モバイル&サービス本部長

  五十嵐 学

執行役員
CDO（兼）CIO

  山本 憲

執行役員
東日本統括本部長

  田中 匡憲

執行役員
ITOCHU Techno-Solutions America, Inc.
President & CEO

  伊藤 嘉彦

執行役員
グローバルビジネス本部長

社長

株主総会

取締役会

経営会議

監査役会

広域・社会インフラ事業グループ

エンタープライズ事業グループ

情報通信第1本部

東日本統括本部

情報通信第2本部

東日本技術統括事業部

情報通信第3本部

中日本統括本部

モバイル&サービス本部

自動車営業本部

情報通信ビジネス企画室

自動車技術事業部

西日本統括本部

西日本技術統括事業部

金融営業本部

中国九州統括本部

金融NEXT営業本部

広域・社会インフラビジネス企画室

金融システム技術事業部

金融システム開発事業部

ハイブリッドクラウド営業本部

エントラステッドクラウド技術事業部

マネージドサービス企画・推進事業部

グローバルビジネス本部

未来技術研究所

DXビジネス推進事業部

デジタル変革室

技術戦略室

リスクマネジメント室

人事総務室

情報システム室

財経・業務室

広報・サステナビリティ推進室

プロジェクトマネジメント室

経営企画室

監査室

エンタープライズ第1本部

エンタープライズ第2本部

科学システム本部

ライフサイエンス本部

エンタープライズシステム技術事業部

エンタープライズシステム開発事業部

エンタープライズビジネス企画室

流通営業第1本部

流通営業第2本部

流通システム第1事業部

流通システム第2事業部

流通システム第3事業部

情報通信事業グループ

流通事業グループ

ITサービス事業グループ

金融事業グループ

グローバルビジネスグループ

新事業創出・DX推進グループ

IT戦略グループ

経営管理グループ

経営企画グループ
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社外からの評価 用語集

ESGリスクの度合
いと、リスクをどの
程度適切に管理し
ているかを基準
に、AAA~CCCの尺度で格付けされたもの
で、当社はガバナンス体制の強化が評価さ
れ、「AA」に認定。

日本取引所グルー
プと日本経済新聞
社による、資本の効率的活用や株主を意識
した経営など、グローバルな投資基準に求
められる諸要件を満たす「投資者にとって投
資魅力の高い会社」400社で構成される株
価指数に2022年度選定。

調査会社が行うESG評
価と、独自の株式価値評
価（ファンダメンタルバ
リュー）を組み合わせ
SOMPOアセットマネジメント（株）が作成する
インデックスに選定。

世界有数のサステナビ
リティ格付け機関ISS社
より、当社の情報セキュ
リティ、環境マネジメン
トなどが高く評価され、「Prime Status」に
認定。

 JPX日経400

 ISS ESG Corporate Rating  MSCI ESG RATINGS※ SOMPOサステナビリティ・インデックス

Sompo Sustainability Index

2023

※  伊藤忠テクノソリューションズ（株）のMSCIインデックスへの組み入れや、MSCIのロゴ、商標、サービスマークやインデックス名の使用は、MSCIまたはその関係会社に
よる伊藤忠テクノソリューションズ（株）の後援、推薦、販売促進ではありません。MSCIインデックスはMSCIの独占的財産です。MSCIおよびMSCIインデックスの名称と
ロゴは、MSCIまたはその関係会社の商標またはサービスマークです。

  女性活躍推進法「えるぼし認定」

女性活躍推進法に基づき、
厚生労働省が定める基準
に対して優良であるなどの
要件を満たし、最高位の
「３段階目」を取得。

 次世代認定マーク「くるみん」

次世代育成支援対策推
進法に基づいた子育て支
援のための行動計画に取
り組み、その実績が評価
され取得。

 東京都スポーツ推進企業認定

社員のスポーツ活動、ス
ポーツ分野での社会貢献
活動を実施している企業を
東京都が選出し、認定。

 PRIDE指標2022 ゴールド

任 意 団 体「work with 
Pride」が策定するLGBT
などの性的マイノリティへ
の取り組みの評価指標に
おいて、最高位の「ゴール
ド」を取得。

 健康経営優良法人2023（ホワイト500）

経済産業省と日本健康会
議が主催する健康経営優
良法人認定制度で、初年
度の2017年以降7年連続
で認定。

アジャイル開発
現場で密にお客様とコミュニケーションを取り、早期に試作品を開発して、お
客様や市場からのフィードバックをもとに短いサイクルで「設計・実装・テスト」
を繰り返していく、ソフトウェア開発の手法の一つ。

エッジコンピューティング
端末の近くにサーバを分散配置し、物理的に近い場所でアプリケーションを実
行することにより通信遅延を軽減するネットワーク技術。周波数帯域が高く、
障害物が多い地域では遠くまで電波が届きにくい特性がある５Gの活用には
重要な技術。

オンプレミス
システムを稼働させるため必要なサーバやネットワーク機器などを自社内に保
有し運用するシステムの利用形態。設備投資が必要だが、システム柔軟性や情
報秘匿性は高い。ネットワークを介してシステムやサービスを使う「クラウド」
と対で用いられる。

クラウドジャーニー
既存システムをクラウドに移行し、ビジネスモデルや業務プロセスをクラウド利
用前提の状態とするには、綿密な計画と複数のアプローチが必要となる。このよ
うなクラウド化への継続的な取り組みを旅路（ジャーニー）に例えて表した言葉。

クラウドネイティブ
クラウド上での利用を前提とした開発の方法論。必要なリソースを必要に応じ
て入手することができ、環境構築も容易となる。システム変更を最小限の労力
で頻繁かつ予測通りに行うことが可能。

生成AI
大量のデータから学習したモデルを用い、ユーザーの指示に基づいて新たな
文章や画像などを迅速に自動生成するAI。公平性や安全性、プライバシーなど
の分野で問題が生じるケースもあり、利活用においては適切な倫理観の保持
が求められる。

ゼロトラスト
すべてのユーザー・ネットワーク・デバイスなどを信頼せず、セキュリティ対策
を行う考え方。企業のシステムのクラウド化が進み、システムへのアクセス経
路が増えることにより、社内外のネットワークの境界防御対策だけではセキュ
リティとして万全ではなくなったことから注目されている。

データドリブン
消費者のニーズの多様化・複雑化など、企業を取り巻く競争環境の変化に対
応するため、企業が収集・保有している様々な種類の膨大なデータを分析し、
その結果を経営の意思決定に役立てること。

ハイブリッドクラウド 
パブリッククラウド、プライベートクラウド、オンプレミスを組み合わせて構築・
利用するクラウド環境のこと。それぞれの環境のメリットを享受しながらデメ
リットを補完し合うことで、コスト削減とリスク分散の両立が可能となる。

マネージドサービス
ITシステムの管理・運用・監視などの業務を一体的に提供するサービスのこと。
自社でIT知識を有する専門家を用意せずとも、必要に応じてサービスを利用す
ることができる。

マルチモーダル
複数の、複数の形式の、複数の手段による、などの意味。マルチモーダルAIと
は、テキスト、音声、画像、動画、センサー情報など、2つ以上の異なるモダリティ
（データの種類）から情報を収集し、それらを統合して処理するAIシステムを指す。

量子コンピュータ
量子力学を用いた計算機であり、超高速で計算処理が可能。従来の計算機で
はできなかった超並列的な処理ができることから、金融や生命科学など様々な
分野での活用が期待されている。

レガシー・モダナイゼーション
老朽化しブラックボックス化したレガシーシステムを、最新のテクノロジーやト
レンドに合わせて最適化し、新たな価値を生み出すように変革すること。

ローカル5G
企業や自治体が自らの建物、敷地内に閉じられた5Gネットワークを構築・利
用すること。公衆ネットワークから隔離された高いセキュリティ環境、データ通
信量が自社の利用に限定されることがメリット。

Observability
複雑化するシステム環境において、「いつ」「どこで」「どのような」問題が起こっ
ているかを観測できるようにする概念、可観測性。問題の原因特定や性能向上
などに活用される。

RAN（Radio Access Network）
無線アクセスネットワーク。スマートフォンなどで使われるモバイルネットワー
クの構成要素。モバイル端末が送受信する無線信号をデジタル信号に変換し、
インターネットやクラウドなどに接続する橋渡しを行っている。

　O-RAN： オープンで柔軟なネットワークを構築するため、通信業界団体
「O-RAN Alliance」の標準仕様に基づき、RANのオープン化を目
指すこと。特定のベンダーの独自技術に依存しないため、市場の
活性化や導入コストの低減が期待される。

　vRAN： virtual RANの略。RANに使用される専用機と同様の機能を、汎用
的なハードウェア上でソフトウェアを使って仮想的に実現すること。
O-RAN同様、特定のベンダーの独自技術に依存しないサービスの
展開が可能になる。

SECTION-05

業績と各種情報

  FTSE Blossom Japan Sector Relative Index

ロンドン証券取引所グループの完全子会
社であるFTSERussell社による、日本企
業の中からESGに関してパフォーマンス
が優れた企業を構成銘柄とした株式指
数に選定。

  MSCIジャパン ESGセレクト・リーダーズ指数※

ESGリサーチ最大手のMSCI社による、ESG 評価に優れた企業を
選別して構築される指数に選定。

 MSCI日本株女性活躍指数※

MSCI社による、日本株の時価総額上位700銘柄の中から、
性別多様性に優れた取り組みを行う企業を構成銘柄とした
株式指数に選定。

  S&P/JPXカーボン・エフィシェント指数

指数算出最大手の米S&Pダウ・ジョーンズ・
インデックスと日本取引所グループによる、
TOPIXを対象範囲とし、環境情報の開示状
況、炭素効率性（売上高当たり炭素排出量）
の水準に着目して、構成銘柄のウェイトを決
定する指数に選定。

GPIFが選定するESG指標
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会社情報 2023年4月1日現在 

 CTCグループの人員構成

コンサルタント、営業
1,448名

システムエンジニア
4,173名

カスタマーエンジニア
1,331名

その他のエンジニア
1,730名

その他
1,299名

9,981名

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社（略称：CTC）

英文社名： ITOCHU Techno-Solutions Corporation

本社所在地
〒105-6950　東京都港区虎ノ門4-1-1 神谷町トラストタワー 

 03-6403-6000（代）　  https://www.ctc-g.co.jp/

創立
 1972年4月1日

資本金
21,764百万円

事業内容
 コンピュータ・ネットワークシステムの販売・保守、ソフトウェア受託 
開発、情報処理サービス、科学・工学系情報サービス、サポート ほか

社員数
単体 4,962名、CTCグループ 9,981名

 グループ会社

CTCテクノロジー（株）

CTCシステムマネジメント（株）

CTCエスピー（株）

CTCファシリティーズ（株）

アサヒビジネスソリューションズ（株）

CTC Global（Thailand）Ltd.

CTC GLOBAL SDN. BHD.

PT. Nusantara Compnet Integrator

CTC GLOBAL PTE. LTD.

PT. Pro Sistimatika Automasi

ITOCHU Techno-Solutions America, Inc. 

その他6社（国内4社、海外2社）

MEGAZONE（株）

CTCファーストコンタクト（株）

IW. DXパートナーズ（株）

伊藤忠テクノロジーベンチャーズ（株）

SYSCOM GLOBAL SOLUTIONS INC.

Cardzone Sdn. Bhd.

その他7社（国内4社、海外3社）

子会社

 CTC Webサイトのご案内

本レポートは主に経営戦略やマネジメントメッセージなどを掲載し
たものです。即時性の高い決算財務データ、サステナビリティに関
する取り組み、各種事例などにつきましては、右記のCTC Webサ
イトをご覧ください。

 IR情報　

 https://www.ctc-g.co.jp/company/ir/

決算短信や有価証券報告書などのIR資料のほか、IRニュー
スなどを掲載しています。

サステナビリティ

  https://www.ctc-g.co.jp/company/

sustainability/

お客様・取引先・社員・地域・社会とのかかわりや環境へ
の取り組みなどの詳しい情報を掲載しています。

ガバナンス

  https://www.ctc-g.co.jp/company/about/

governance/

コーポレート・ガバナンスやリスクマネジメントに関する当
社の取り組みなどを掲載しています。

 事例・コラム　

 https://www.ctc-g.co.jp/report/

お客様事例やイベントレポート、コラムを掲載しています。

Best Engine

 https://www.ctc-g.co.jp/bestengine/

ITの最新動向や技術に関する当社の取り組みなどを掲載 

しています。

関連会社

発行可能株式総数 492,000,000株
発行済株式総数 240,000,000株
 （自己株式8,772,586株を含む）
株主総数 24,883名

 大株主の状況

  所有者別分布状況

 所有株式数別分布状況

 金融機関 0.40%

 金融商品取引業者 0.18%

 その他の法人 0.86%

 外国法人等 2.58%

 個人・その他 95.98%

 金融機関 14.98%

 金融商品取引業者 1.00%

 その他の法人 59.17%

 外国法人等 12.66%

 個人・その他 12.20%

（注）1. 「その他の法人」には、（株）証券保管振替機構名義の株式が36単元含まれています。
 2. 「個人・その他」には自己株式を含めて記載しています。

株式情報 2023年3月31日現在

株主名 持株数（株） 持株比率（%）

伊藤忠商事（株） 141,601,600 61.24

日本マスタートラスト信託銀行（株） 
（信託口） 18,013,400 7.79

（株）日本カストディ銀行（信託口） 10,928,000 4.73

CTC社員持株会 4,500,972 1.95

STATE STREET BANK WEST CLIENT 
- TREATY 505234 2,022,400 0.87

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD 
AC ISG (FE-AC) 1,512,235 0.65

ジブラルタ生命保険（株） 
（一般勘定株式D口） 1,415,500 0.61

JP MORGAN CHASE BANK 385781 1,269,767 0.55

STATE STREET BANK AND TRUST 
COMPANY 505025 1,268,544 0.55

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 1,160,615 0.50

（注） 当社が所有している自己株式8,772,586株は、上記大株主から除いています。 
なお、自己株式には取締役等に対する株式給付信託（BBT）に係る信託口が保有する当社株式
は含めていません。また、所有比率は自己株式を控除して計算しています。

SECTION-05
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https://www.ctc-g.co.jp/company/sustainability/
https://www.ctc-g.co.jp/company/about/governance/
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